
公益財団法人宮崎県スポーツ協会事務局規程 
 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人宮崎県スポーツ協会（以下「本会」という。）定款第５８条第５項の

規定に基づき、本会の事務局に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（組織及び事務分掌） 

第２条 事務局に総務部、事業部、競技力向上部及びジュニア育成部を置く。 

２ 総務部は、次の業務を行う。 

（１）管理運営に関すること。 

（２）定款及び諸規程に関すること。 

（３）評議員会及び理事会に関すること。 

（４）登記、許認可及び諸届に関すること。 

（５）予算及び決算に関すること。 

（６）収入及び支出に関すること。 

（７）基本財産及び資産の管理運用に関すること。 

（８）収益事業（賛助会員を含む。）に関すること。 

（９）契約に関すること。 

（10）施設及び物品の管理に関すること。   

（11）職員の人事、服務、給与、旅費及び福利厚生に関すること。 

（12）文書の取り扱いに関すること。 

（13）個人情報の保護及び情報公開に関すること。          

（14）公印の管守に関すること。 

（15）総務委員会及び財務委員会に関すること。 

（16）その他、他の部に属さないこと。 

３ 事業部は、次の業務を行う。 

（１）スポーツ指導者養成事業に関すること。 

（２）みやざき県民総合スポーツ祭に関すること。 

（３）地域スポーツ振興事業に関すること。 

（４）スポーツ医・科学事業に関すること。 

（５）スポーツ顕彰事業に関すること。 

（６）スポーツ少年団事業に関すること。 

（７）事業計画及び事業報告に関すること。 

（８）加盟団体に関すること。 

（９）倫理・コンプライアンスに関すること。 

（10）普及・表彰委員会に関すること。   

（11）その他、競技力向上部及びジュニア育成部に属さない事業に関すること。 

４ 競技力向上部は、次の業務を行う。 

（１）競技力向上対策事業に関すること。 

（２）国民スポーツ大会派遣及び関連事業に関すること。 

（３）企画・強化・育成委員会に関すること。 

５ ジュニア育成部は、次の事業を行う。 

（１）ワールドアスリート発掘・育成プロジェクト事業に関すること 

（２）ジュニア育成に関すること 

  

（職員） 

第３条 事務局に事務局長を置き、事務局次長及び競技力向上対策監並びに各部長及びその他の職員を



置くことができる。 

 

（職務等） 

第４条 事務局職員の職務及び任免は、次表のとおりとする。  

職 員 職 務 任 免 

事務局長 事務局を統括し、事務局職員を指揮、監督する。 
 理事会の承認を得て、理事
長が任免する。 

事務局次長 事務局長を補佐し、事務局の事務を掌理する。 

  理事長が任免する。 
部長 部の事務を掌理する。 

副部長 部長を補佐し、部の事務を掌理する。 

その他の職員 担当の事務を掌理する。 

 

（専決） 

第５条 事務局長は、別表１の事務を専決することができる。ただし、別表１に定める事務が、特に重

要、異例又は又は紛議を生ずるおそれがあると認められる場合は、専決することができない。 

 

（職務の代行） 

第６条 次表の左欄に掲げる者が事故ある時または欠けたときは、右欄に掲げる者が、その職務を代行

する。 

 専務理事  事務局長 

 事務局長  事務局次長 

 事務局次長  各部長 

 

（休暇及び勤務時間） 

第７条 事務局職員の休暇及び勤務時間は、宮崎県教育委員会事務局職員の例による。 

 

（服務及び分限） 

第８条 事務局職員の服務及び分限は、宮崎県教育委員会事務局職員の例による。 

 

（表彰） 

第９条 事務局職員の勤務成績が良好で、本会に特に功績のあった場合は、表彰することができる。 

 

（給与等） 

第１０条 事務局職員の給与等は、宮崎県教育委員会事務局職員に準じて別に定める。 

 

（旅費） 

第１１条 事務局職員が、本会の用務のため旅行する場合の旅費は、特に定める場合を除き、公益財団

法人宮崎県スポーツ協会旅費規程により計算した額を支給する。 

 

（福利厚生） 

第１２条 事務局職員の福利厚生は、宮崎県教育委員会事務局職員に準じて別に定める。 

 

第１３条 公益法人等への職員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）及び公益法人等への

職員の派遣等に関する条例（平成１３年宮崎県条例第４９号）（以下「派遣条例等」という。）に基づ

く派遣職員の第４条から前条までの事項については、派遣条例等及び派遣職員に関する協定書の定め

るところによる。 

 



（文書取扱） 

第１４条 文書は、別表２に基づき分類、整理し、保管しなければならない。 

２ 別表２の保存期間は、決算に関する定時評議員会終結の日から起算する。 

３ 文書の処分は、事務局長の指示又は承認を得て行なわなければならない。 

 

（規程の変更） 

第１５条  この規程の改正等は、理事会の決議を経て行う。 

 

（委任） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、事務局に関し必要な事項は理事会で審議して、理事長が定め

る。 

 

   附 則 
１ この規程は、公益財団法人宮崎県体育協会の設立の登記の日から施行する。  

２ 平成２５年 ３月２２日 一部改正 
３ 平成２６年 ３月 ７日 一部改正 
４ 平成２７年１１月２５日 一部改正 
５ 令和 ２年 ３月 ３日 一部改正 

６ 令和 ５年 ６月１６日 一部改正 

７ 令和 ７年 ３月２１日 一部改正 

 

 別表１  事務局長の専決事項 

  １ 事業計画及び予算の執行、管理に関すること。 
  ２ 会計処理に関すること。 

 ３ 軽易な許可、承認、届出、報告、通知等に関すること。 
 ４ 事務局長以外の事務局職員の給与及び服務に関すること。 
 ５ 事務局長以外の事務局職員の県内の旅行命令及び時間外勤務命令に関すること。 

 ６ 事務局職員の研修及び福利厚生に関すること。 

 ７  １件３００万円未満の契約、業務の委託又は受託及び予算執行に関すること。 
 ８  事務局内の情報管理、安全衛生及び危機管理に関すること。 
  ９ １件１００万円未満の収入及び寄附物件の受入れに関すること。 

 

 別表２  文書保管区分 

永 
年 

 １ 定款、規程等に関する文書 

 ２ 評議員会、理事会その他重要な会議に関する文書 
 ３  本会の運営、事業に関する重要な文書 
  ４  本会の会計に関する重要な文書 

 ５ 役員(理事、監事、評議員）及び職員の任免等に関する文書 
  ６  役員(理事、監事、評議員）及び職員の名簿 
 ７ 官公庁及び関係機関団体に関する重要な文書 

 ８ 本会及び本県スポーツの重要な記録等 

  ９ その他、永年保存の必要があるもの 



５       

年 

□定款第７条関係 

 １ 事業計画書 

 ２ 収支予算書 
 ３ 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 
□定款第８条関係 

 ４ 事業報告 
 ５ 事業報告の附属明細書 
 ６ 貸借対照表 
 ７ 正味財産増減計算書 
 ８ 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

 ９ 財産目録 
１０ 監査報告 
１１ 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 
１２  運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した

書類 

□上記以外 
１３  官公庁及び関係機関団体に関する比較的重要な文書 
１４  決算の終了した財務会計に関する文書 

１５  服務に関する文書 
１６  その他、５年間保存の必要があるもの 

１ 
年 

 上記以外の文書 

 


